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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 発行済株式総数には優先株250,000株が含まれております。 

３ 第54期は決算期変更により平成16年４月１日から平成17年２月28日までの11ヶ月間となっております。 

４ 平成17年３月１日付けにて、岡谷鋼機株式会社が第一回転換社債型新株予約権付社債の新株予約権を行使し

たことにより発行済株式数が1,000,000株増加しております。 

５ 第55期において臨時雇用者数の総数が従業員数の100分の10以上になったため、平均臨時雇用者数を[ ]内

に外数で記載しております。 

６ 財務諸表に記載される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、第55

期より百万円単位をもって記載することに変更しました。 

なお、比較を容易にするために、第54期以前についても百万円単位で表示をしております。 

第一部 【企業情報】

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

売上高 (百万円) 21,372 24,028 26,365 39,580 48,780

経常利益 (百万円) 606 988 1,031 1,085 2,086

中間(当期)純利益 (百万円) 615 997 1,073 1,250 2,157

持分法を適用した場合の 
投資利益

(百万円) ― ― 0 ― ―

資本金 (百万円) 2,166 2,291 2,291 2,166 2,291

発行済株式総数 (株) 4,095,661 5,095,661 5,095,661 4,095,661 5,095,661

純資産額 (百万円) 3,280 5,180 7,431 3,921 6,371

総資産額 (百万円) 13,747 14,593 16,002 13,234 15,621

１株当たり純資産額 (円) 203.05 553.56 1,018.37 370.03 799.44

１株当たり中間（当期）
純利益

(円) 160.25 206.00 221.71 325.31 445.47

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 105.86 139.21 149.83 211.55 301.04

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.9 35.5 46.4 29.6 40.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △859 399 134 △1,170 21

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 119 △579 △20 137 48

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △340 △246 △349 △497 △522

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,800 924 663 1,351 899

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(人)
332 330 341 333 323

[―] [―] [47] [―] [44]



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。  

  

３ 【関係会社の状況】 

当社は、親会社である岡谷鋼機株式会社による機械工具等の販売子会社(タイ国バンコク市)の設立に

伴い出資いたしました。新会社は、当社の関連会社となりました。 

   新会社の概要は次の通りです。 

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であり、嘱託・雇員合計31人を含んでおります。なお、臨時雇用者数（パートタイマ

ー、人材会社からの派遣社員等を含みます。）の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

 社名 SIAM OKAYA MACHINE＆TOOL CO.,LTD

業務内容 機械、切削工具、測定工具、作業工具、消耗品、補修部品等の在庫販売及び配送

資本金
２千万バーツ 内訳 51% Siam Suriya Co.,Ltd (岡谷鋼機㈱のタイ現地法人) 
           32% 岡谷鋼機㈱ 
           17% 当社

設立年月日 2006年５月15日

従業員数(人) 341（47）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、日銀の量的金融緩和政策の解除また原油・素材価格の高騰に

よるインフレ懸念等の不透明感は残るものの、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用環境

の改善による個人消費の伸長等の国内民間需要が牽引役となり、景気は回復基調から緩やかながらも拡

大基調を持続してきました。 

 当機械工具業界においては、主要需要業種である自動車産業の好調な需要、液晶・デジタル関連及び

ＩＴ関連等の幅広い需要増加等により順調に推移しました。 

 このような状況の中、当社は選択と集中により経営資源を得意分野に投入し、収益重視を基本として

経営効率及び業務効率を高めました。具体的には業務の拡大と得意先の利便性を考慮して営業拠点の再

編を行い、名古屋北営業所と四日市営業所を名古屋支店に、また広島支店を移転したうえで福山営業所

を同支店に統合しました。 

 また、「ユーザーニーズを見据えた卸業」に特化した提案営業の強化を一層推進し、常に的確で効率

的な営業を展開して販売における優位性の維持、強化を図るとともに、顧客満足度の向上に注力しまし

た。さらに、コスト管理を徹底し経費削減に努めました。 

 以上により、当中間会計期間の業績は、売上高263億65百万円（前年同期比9.7％増）、経常利益10億

31百万円（同4.3％増）、中間純利益は10億73百万円（同7.6％増）となり、好調な業績を挙げることが

できました。 

  

なお、取扱商品別売上の概要は次の通りであります。 

（切削工具） 

切削工具は、金属部品加工業界及び金型業界等、関連する幅広い分野での生産稼働率の上昇により需要

が拡大し119億53百万円（前年同期比7.1％増）の売上高となりました。 

（機械工具・産業機器・工作機械） 

機械工具、産業機器、工作機械は、製造業全般の工作機械等の設備関連需要が堅調に推移したことによ

り、機械周辺機器である作業工具、測定工具並びに補用機器、制御機器等各分野の商品群が順調に伸長

しました。その結果、機械工具は55億68百万円（同8.2％増）、産業機器は69億75百万円（同14.9％

増）、工作機械は13億11百万（同16.8％増）の売上高となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間会計期間においては、税引前中間純利益10億91百万円、売上債権の増加６億84百万円、た

な卸資産の増加１億34百万円、仕入債務の増加２億５百万円等を反映し、１億34百万円の収入超過

（前中間会計期間は３億99百万円の収入超過）となりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間会計期間においては、関係会社株式の取得による支出10百万円、貸付金の回収による収入

12百万円等を反映し、20百万円の支出超過（前中間会計期間は５億79百万円の支出超過）となりま

した。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間会計期間においては、長期借入金の返済による支出２億40百万円、社債の償還による支出

55百万円等を反映し、３億49百万円の支出超過（前中間会計期間は２億46百万円の支出超過）とな

りました。 

④現金及び現金同等物の増減 

以上の結果、当中間会計期間によるキャッシュ・フローは２億36百万円の支出超過となり、現金

及び現金同等物の中間期末残高は６億63百万円（前年同期比28.3％減）となりました。 

  

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下の通りであります。 

 
（注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  

※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。 

※平成17年２月期の債務償還年数とインタレスト・カバレッジ・レシオは営業キャッシュ・フローがマイ

ナスのため記載を省略しております。  

※債務償還年数の中間会計期間での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍にしてお

ります。  

  

  

平成17年２月期 平成18年２月期 平成19年２月期

中間 期末 中間 期末 中間

自己資本比率（％） 23.9 29.6 35.5 40.8 46.4

時価ベースの自己資本比率（％） 52.6 81.3 90.4 145.71 130.13

債務償還年数（年） ― ― 4.0 134.25 9.48

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍） ― ― 9.8 0.29 4.55



２ 【仕入及び販売の状況】 

  

(1) 仕入実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目
当中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前年同期比増減率 
(％)

切削工具(百万円) 10,785 3.9

機械工具(百万円) 4,651 13.4

産業機器(百万円) 6,330 13.1

工作機械(百万円) 1,223 17.5

その他(百万円) 482 0.8

合計(百万円) 23,472 8.7

品目
当中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前年同期比増減率 
(％)

切削工具(百万円) 11,953 7.1

機械工具(百万円) 5,568 8.2

産業機器(百万円) 6,975 14.9

工作機械(百万円) 1,311 16.8

その他(百万円) 555 4.7

合計(百万円) 26,365 9.7



３ 【対処すべき課題】 

当社は、今期（平成19年２月期）を最終年度とする「株式会社内藤再建計画」（３ヶ年）の達成を最

重要課題として引き続き取り組みます。この再建計画達成のため下記重点施策を実行し、再建を確実な

ものとすることで信頼を回復し存在感のある強い会社を目指します。 

 

 〔重点施策〕 

  1. 事業基盤の強化 

   ① 得意分野に経営資源を集中し収益重視を基本とした売上と利益の拡大 

   ② 商品在庫の適正化及び物流業務の効率化 

   ③ 業務プロセスの改善と効率的な経営の再構築 

  2. 財務基盤の強化 

   ① 有利子負債の圧縮及び資金効率の向上 

   ② コスト削減とコスト管理の徹底 

  3. 経営体質の強化 

   ① リスクマネジメント及びコンプライアンス体制の強化 

   ② 環境 ISO 14001の推進 

  4. 人材育成 

    教育・研修の拡充 

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  該当事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 優先株式は、現物出資(借入金の株式化 発行総額25億円)によって発行されたものです。 

２ 優先株式の内容は次のとおりであります。なお、旧商法下の発行条件を記載しております。 

  

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,379,925

優先株式 250,000

計 12,629,925

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月27日)
上場証券取引所名 内容

普通株式 4,845,661 4,845,661
ジャスダック証券
取引所

―

第一回優先株式 100,000 100,000 ― (注)１．２

第二回優先株式 150,000 150,000 ― (注)１．２

計 5,095,661 5,095,661 ― ―

第一回優先株式 第二回優先株式

特徴 転換予約権付優先株式

発行総額 10億円 15億円

発行株数 100,000株 150,000株

発行価格 10,000円

優先配当金

配当額
円Tibor＋1.00％ 円Tibor＋1.50％

但し、１株あたり1,000円を越える場合は、1,000円とする。

非累積条項
ある営業年度において優先配当金の全部または一部を支払わない時

は、その不足額を翌営業年度以降に累積しない。

非参加条項 優先配当金を超えて利益配当は行わない。

優先中間配当 優先株式の中間配当は行わない。

優先順位 他の優先株式と同順位かつ普通株式に優先する。

転換予約権

普通株式へ転換を請求することが出来る。

転換請求期間 平成21年７月１日以降 平成23年７月１日以降

当初転換価額 1,076円

転換価額の修正 転換価額の修正日の時価に修正されるものとする。

転換価額の修正日
平成22年３月１日以降の 

毎年３月１日

平成24年３月１日以降の 

毎年３月１日

転換価額の上限 当初転換価額の100％

転換価額の下限 当初転換価額の70％



 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

第一回優先株式 第二回優先株式

普通株式へ転換後第一回目の配当の取扱
転換の請求が３月１日から８月31日までになされたときには３月１
日に、９月１日から翌年２月末日までになされたときは９月１日に
それぞれ転換があったものとみなして支払う。

残余財産の分配

優先分配額 10,000円

非参加条項 優先分配額を超えて残余財産分配は行わない。

優先順位 他の優先株式と同順位かつ普通株式に優先する。

消却 配当可能利益をもって、いつでも買入消却することが出来る。

議決権 株主総会において議決権を有しない。

権利調整

株式の併合または分割は行わない。新株の引受権、新株予約権の引

受権、新株予約権付社債の引受権または分離して譲渡することがで

きる新株予約権および社債の引受権を与えない。

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年３月１日～ 
平成18年８月31日

― 5,095,661 ― 2,291 ― 2,285



(4) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する比率は小数点第３位以下を切捨てして表示しております。 

  

② 第一回優先株式 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する比率は小数点第３位以下を切捨てして表示しております。 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 2,500 51.59

日立ツール株式会社
東京都江東区東陽四丁目１番13号
東陽セントラルビル

310 6.41

株式会社タンガロイ
神奈川県川崎市幸区堀川町580
ソリッドスクエア

309 6.38

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井四丁目15番８号 309 6.37

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 308 6.35

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 156 3.23

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

154 3.19

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 154 3.18

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３番39号 154 3.17

株式会社彌満和製作所 東京都中央区京橋三丁目13番10号 77 1.59

株式会社ミツトヨ 神奈川県川崎市高津区坂戸一丁目20番１号 77 1.59

計 ― 4,511 93.10

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 21,964 21.96

株式会社東京スター銀行 東京都港区赤坂一丁目６番１６号 16,888 16.88

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 16,133 16.13

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 11,301 11.30

株式会社東日本銀行 東京都中央区日本橋三丁目11番２号 6,592 6.59

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 6,074 6.07

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,560 3.56

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町二丁目１番地 3,485 3.48

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲二丁目10番17号 2,614 2.61

株式会社第四銀行 新潟県新潟市東堀前通七番町1071番地１ 2,091 2.09

計 ― 90,702 90.70



③ 第二回優先株式 

平成18年８月31日現在 

 
(注) 発行済株式総数に対する比率は小数点第３位以下を切捨てして表示しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 32,940 21.96

株式会社東京スター銀行 東京都港区赤坂一丁目６番１６号 25,336 16.89

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 24,199 16.13

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１番２号 16,952 11.30

株式会社東日本銀行 東京都中央区日本橋三丁目11番２号 9,888 6.59

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 9,112 6.07

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,340 3.56

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町二丁目１番地 5,228 3.48

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲二丁目10番17号 3,921 2.61

株式会社第四銀行 新潟県新潟市東堀前通七番町1071番地１ 3,137 2.09

計 ― 136,053 90.70



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年８月31日現在 

 
(注) １ 第一回優先株式100,000株、第２回優先株式150,000株であり、この内容については「(1) 株式の総数等、 

②発行済株式」に記載のとおりであります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が140株(議決権の数14個)含まれて 

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年８月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、ありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式   250,000 ― （注）１

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式）

― ―
普通株式    2,750

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,842,650 484,265 （注）２

単元未満株式 普通株式       261 ― １単元(10株)未満の株式

発行済株式総数 普通株式 4,845,661 ― ―

優先株式 250,000 ― ―

総株主の議決権 ― 484,265 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式） 
㈱内藤

東京都北区昭和町二丁目
１番11号

2,750 ― 2,750 0.05

計 ― 2,750 ― 2,750 0.05

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 5,300 5,720 4,850 4,850 4,650 4,440

最低(円) 4,650 4,690 4,120 3,810 3,750 3,740



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月

31日まで)の中間財務諸表については中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間(平成18年

３月１日から平成18年８月31日まで)の中間財務諸表についてはみすず監査法人及び公認会計士小島慶嗣

氏により中間監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、

みすず監査法人となりました。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないので中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 924 663 899

２ 受取手形 3,147 4,692 4,210

３ 売掛金 5,700 6,067 6,096

４ たな卸資産 ※２ 2,827 ― ―

５ 商品 ※２ ― 3,098 2,963

６ 貯蔵品 ― 6 7

７ 前渡金 ― 0 0

８ 前払費用 ― 10 4

９ その他 734 153 162

10 貸倒引当金 △ 405 △320 △368

流動資産合計 12,929 88.6 14,371 89.8 13,975 89.5

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産 ※１

１ 建物 97 62 64

２ 構築物 ― 0 0

３ 車両及び運搬具 ― 0 0

４ 工具器具及び備品 ― 48 50

５ 土地 38 ― ―

６ その他 58 ― ―

有形固定資産合計 194 112 116

(2) 無形固定資産

１ ソフトウエア ― 92 161

２ その他 ― 26 26

無形固定資産合計 254 118 187

(3) 投資その他の資産

１ 投資有価証券 ※２ 391 422 444

２ 関係会社株式 ― 10 ―

３ 出資金 ― 14 14

４ 長期貸付金 32 ― 11

５ 従業員長期貸付金 ― 9 9

６ 破産更生債権等 377 60 38

７ 長期前払費用 ― 0 0

８ 敷金・保証金 804 954 882

９ その他 32 0 1

10 貸倒引当金 △ 419 △67 △56

11 投資評価引当金 △ 4 △4 △4

投資その他の資産 
合計

1,215 1,400 1,341

固定資産合計 1,664 11.4 1,631 10.2 1,646 10.5

資産合計 14,593 100.0 16,002 100.0 15,621 100.0 



 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 431 330 397

２ 買掛金 ※２ 4,390 4,314 4,506

３ １年以内償還予定 
  社債

― 110 110

４ １年以内返済予定 
  長期借入金

430 2,099 570

５ 未払金 281 159 216

６ 未払法人税等 36 33 58

７ 前受金 ― 4 7

８ 預り金 ― 34 19

９ 前受収益 ― 0 0

10 賞与引当金 143 150 147

11 保証債務 12 5 5

12 信託受益権買戻債務 ― 24 28

13 その他 172 43 103

流動負債合計 5,898 40.4 7,309 45.7 6,171 39.5

Ⅱ 固定負債

１ 社債 ― 165 220

２ 長期借入金 2,566 135 1,904

３ 長期未払金 ― 5 15

４ 繰延税金負債 22 34 43

５ 退職給付引当金 769 844 794

６ 債務保証損失引当金 89 42 67

７ その他 65 33 32

固定負債合計 3,513 24.1 1,261 7.9 3,078 19.7

負債合計 9,412 64.5 8,571 53.6 9,249 59.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,291 15.7 ― ― 2,291 14.7

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 2,285 ― 2,285

資本剰余金合計 2,285 15.7 ― ― 2,285 14.6

Ⅲ 利益剰余金

１ 中間(当期）未処分 
利益

581 ― 1,741

利益剰余金合計 581 4.0 ― ― 1,741 11.1

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金
32 0.2 ― ― 64 0.4

Ⅴ 自己株式 △ 10 △0.1 ― ― △10 △0.0

資本合計 5,180 35.5 ― ― 6,371 40.8

負債・資本合計 14,593 100.0 ― ― 15,621 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月31日)

当中間会計期間末

(平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,291 14.3 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 2,285 ―

   資本剰余金合計 ― ― 2,285 14.3 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 1,350 ―

    繰越利益剰余金 ― 1,464 ―

   利益剰余金合計 ― ― 2,814 17.6 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △10 △0.1 ― ―

   株主資本合計 ― ― 7,381 46.1 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 50 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 50 0.3 ― ―

純資産合計 ― ― 7,431 46.4 ― ―

負債純資産合計 ― ― 16,002 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約損益計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,028 100.0 26,365 100.0 48,780 100.0

Ⅱ 売上原価 21,136 88.0 23,330 88.5 42,857 87.9

売上総利益 2,891 12.0 3,034 11.5 5,923 12.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,168 9.0 2,227 8.4 4,304 8.8

営業利益 723 3.0 807 3.1 1,619 3.3

Ⅳ 営業外収益

受取利息 3 6 10

仕入割引 460 464 908

その他 62 526 2.2 23 493 1.8 79 998 2.0

Ⅴ 営業外費用

支払利息 40 29 76

売上割引 177 203 366

手形売却損 43 30 73

その他 0 261 1.1 6 269 1.0 15 531 1.0

経常利益 988 4.1 1,031 3.9 2,086 4.3

Ⅵ 特別利益

債務保証損失引当金 
戻入益

21 25 43

貸倒引当金戻入益 44 34 79

その他 0 66 0.3 3 63 0.2 25 148 0.3

Ⅶ 特別損失

固定資産除却損 0 2 3

減損損失 39 ― 39

その他 ― 39 0.2 0 3 0.0 ― 43 0.1

税引前中間（当期）純
利益

1,015 4.2 1,091 4.1 2,192 4.5

法人税、住民税 
及び事業税

18 17 35

法人税等調整額 ― 18 0.0 ― 17 0.0 ― 35 0.1

中間（当期）純利益 997 4.2 1,073 4.1 2,157 4.4

前期繰越損益 △ 416 △416

中間(当期)未処分利益 581 1,741



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

 
  

  

  

株主資本 評価・換算差額等

純資産合

計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

評価・換

算差額等

合計
資本準備

金

資本剰余

金合計

その他利益剰余金

利益剰余

金合計
別途積立

金

繰越利益

剰余金

平成18年２月28日残高 

(百万円)
2,291 2,285 2,285 ― 1,741 1,741 △ 10 6,307 64 64 6,371

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立 1,350 △ 1,350 ― ― ―

 中間純利益 1,073 1,073 1,073 1,073

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額)
△ 13 △ 13 △ 13

中間会計期間中の 

変動額合計(百万円)
― ― ― 1,350 △ 277 1,073 ― 1,073 △ 13 △ 13 1,060

平成18年８月31日残高 

(百万円)
2,291 2,285 2,285 1,350 1,464 2,814 △ 10 7,381 50 50 7,431



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  
  

前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 1,015 1,091 2,192

   減価償却費 80 82 161

   減損損失 39 ― 39

   貸倒引当金の増加・減少額（△） △ 44 △ 34 △ 79

   退職給付引当金の増加・減少額（△） 54 50 78

   債務保証損失引当金戻入益 △ 21 △ 25 △ 43

   保証債務の増加・減少額（△） ― 0 △ 5

   固定資産除却損 0 2 3

   受取利息及び受取配当金 △ 10 △ 13 △ 17

   仕入割引 △ 460 △ 464 △ 908

   支払利息 40 29 76

   売上割引 177 203 366

   売上債権の増加（△）・減少額 △ 1,080 △ 684 △ 2,740

   たな卸資産の増加（△）・減少額 △ 429 △ 134 △ 572

   仕入債務の増加・減少額（△） 938 205 1,421

   その他 165 △ 118 144

    小計 465 190 118

   利息及び配当金の受取額 7 8 10

   利息の支払額 △ 40 △ 29 △ 74

   法人税等の支払額 △ 33 △ 35 △ 33

  営業活動によるキャッシュ・フロー 399 134 21

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 ― △ 8 △ 23

   投資有価証券の取得による支出 ― △ 3 ―

   関係会社株式の取得による支出 ― △ 10 ―

   貸付による支出 △ 570 ― △ 570

   貸付金の回収による収入 12 12 594

   その他 △ 22 △ 9 47

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 579 △ 20 48

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   長期借入れによる収入 ― ― 270

   長期借入金の返済による支出 △ 155 △ 240 △ 947

   社債の発行による収入 ― ― 330

   社債の償還による支出 ― △ 55 ―

   長期未払金の返済による支出 △ 90 △ 53 △ 174

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 246 △ 349 △ 522

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △ 426 △ 236 △ 452

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,351 899 1,351

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 924 663 899



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法

(1)   ――――――― (1) 関連会社株式 

 移動平均法による原価法

(1)   ―――――――

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

同左

(3) たな卸資産 

 商品 

  移動平均法による低価法

(3) たな卸資産 

 商品

同左

(3) たな卸資産 

 商品

同左

 貯蔵品

 最終仕入原価法

 貯蔵品

同左

 貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産 

  定率法

 ただし、建物(附属設備を除

く)の一部については定額法を

採用しております。 

 なお、耐用年数については法

人税法の規定によっておりま

す。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

 自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における見込利用

可能期間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒れ

による損失に備える為、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 投資評価引当金

 財政状態の悪化した会社の株

式について、その投資に対する

損失に備える為、投資価値の低

下による損失相当額を計上して

おります。

(2) 投資評価引当金

同左

(2) 投資評価引当金

同左

(3) 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に備え

て、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。

(3) 賞与引当金

 同左

(3) 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に備え

て、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 過去勤務債務は、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法

により費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

しております。 

(4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務は、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法

により費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

しております。 

(5) 債務保証損失引当金

 債務保証等に係る損失に備え

るため、被保証者の財政状態等

を勘案し、損失負担見込額を計

上しております。

(5) 債務保証損失引当金

同左

(5) 債務保証損失引当金

同左

４ 外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

６ 中間キャッシュ・フロ

ー計算書(キャッシ

ュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左 同左

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項

(1)消費税等の会計処理

 消費税等の処理は税抜方式に

よっております。なお、仮払消

費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

(1)消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

 消費税等の処理は税抜方式に

よっております。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ 従来、商品の評価基準、評価方

法については移動平均法による原価

法を採用していましたが、当中間会

計期間より移動平均法による低価法

に変更いたしました。この変更は商

品の仕入価格が原材料相場の変動に

伴って、変動する傾向にあるため、

資産評価の健全化を図るとともに、

当期期首より当社の親会社になった

岡谷鋼機株式会社との会計方針の統

一を目的としたものであります。な

お、この変更により棚卸資産が２百

万円少なく計上されております。ま

た、営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益はそれぞれ２百万円少な

く計上されております。

２ 当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。これによ

り税引前中間純利益は39百万円少な

く計上されております。なお、減損

損失累計額については、改正後の中

間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。

１ 当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は7,431百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

１ 従来、商品の評価基準及び評価

方法については移動平均法による原

価法を採用していましたが、当事業

年度より移動平均法による低価法に

変更いたしました。この変更は商品

の仕入価格が原材料相場の変動に伴

って、変動する傾向にあるため、資

産評価の健全化を図るとともに、当

期期首より当社の親会社になった岡

谷鋼機株式会社との会計方針の統一

を目的としたものであります。な

お、この変更により従来と同一の方

法によった場合に比べ、商品が５百

万円少なく計上されております。ま

た、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ５百万円少な

く計上されております。

２ 当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。これにより税

引前当期純利益は39百万円少なく計

上されております。なお、減損損失

累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
  至 平成18年８月31日)

 （中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて計上しておりました「長期保証金」（前

中間会計期間680百万円）は、資産の総額の100分の５

を超えたため、当中間会計期間において区分掲記して

おります。

 （中間貸借対照表） 

１ 「たな卸資産」、流動資産「その他」、有形固定

資産「その他」、「無形固定資産」、「長期貸付

金」、投資その他の資産「その他」、流動負債「その

他」、として前中間会計期間まで表示していた科目に

ついて、当中間会計期間末においてはそれぞれの内訳

科目を区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間末のそれぞれの内訳は次のと

おりであります。

「たな卸資産」 2,827百万円

商品 2,817百万円

貯蔵品 9百万円

流動資産「その他」 734百万円

前渡金 2百万円

前払費用 13百万円

その他 718百万円

有形固定資産「その他」 58百万円

構築物 2百万円

車両及び運搬具 0百万円

工具器具及び備品 56百万円

「無形固定資産」 254百万円

ソフトウエア 227百万円

その他 26百万円

「長期貸付金」 32百万円

長期貸付金 22百万円

従業員長期貸付金 9百万円

投資その他の資産「その他」 32百万円

出資金 30百万円

長期前払費用 0百万円

その他 2百万円

流動負債「その他」 172百万円

前受金 2百万円

預り金 51百万円

前受収益 0百万円

信託受益権買戻債務 48百万円

その他 69百万円

２ 前中間会計期間末において「長期保証金」として掲

記されていたものは、当中間会計期間末においては

「敷金・保証金」として表示しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年８月31日)

当中間会計期間末
(平成18年８月31日)

前事業年度末 
(平成18年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

314百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

159百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

165百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のと

おりであります。

たな卸資産 36百万円

投資有価証券 67百万円

計 103百万円

担保付債務は、次のとおりであり

ます。

買掛金 469百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のと

おりであります。

投資有価証券 93百万円

担保付債務は、次のとおりであり

ます。

買掛金 268百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとお

りであります。

商品 42百万円

投資有価証券 113百万円

計 155百万円

担保付債務は次のとおりでありま

す。

買掛金 338百万円

３ 受取手形割引高

650百万円

３ 受取手形割引高

450百万円

３ 受取手形割引高

200百万円

４ 受取手形裏書譲

渡高
277百万円

４ 受取手形裏書譲

渡高
328百万円

４ 受取手形裏書譲

渡高
273百万円

 ５ 手形債権流動化

に伴う劣後信託受益

権の譲渡高 

 ５ 手形債権流動化

に伴う劣後信託受益

権の譲渡高 

 ５ 手形債権流動化

に伴う劣後信託受益

権の譲渡高 

1,702百万円 817百万円 1,172百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 ９百万円

無形固定資産 70百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 ９百万円

無形固定資産 72百万円

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 19百万円

無形固定資産 142百万円

 

 

 ２ 減損損失

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

場所 用途 種類

太田支店 
(群馬県太田

市)
販売設備

建物 

構築物 

土地 

器具備品

 当社では、減損の兆候を認識する

に当たり、重要性の高い遊休資産お

よび処分予定資産を除いた資産につ

いて、原則として事業所を基本単位

としてグルーピングを行っておりま

す。 

 当中間会計期間において、当社が

保有する資産について、減損損失の

認識の判定ならびに減損損失の測定

を実施した結果、継続的な地価下落

等により、上記処分予定資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を次のとおり減損

損失として特別損失に計上しており

ます。

（単位：百万円）

事務所 合計

建物及び構
築物

24 24

土地 14 14

器具備品 0 0

合計 39 39

回収可能価額は売却見込額により評
価しております。

 ２   ―――――――

 

 

 ２ 減損損失

 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しました。

場所 用途 種類

太田支店
(群馬県太田
市)

販売設備

建物 

構築物 

土地 

器具備品

 当社では、減損の兆候を認識する

に当たり、重要性の高い遊休資産お

よび処分予定資産を除いた資産につ

いて、原則として事業所を基本単位

としてグルーピングを行っておりま

す。 

 当事業年度において、当社が保有

する資産について、減損損失の認識

の判定ならびに減損損失の測定を実

施した結果、継続的な地価下落等に

より、上記資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を次のとおり減損損失として特

別損失に計上しております。

（単位：百万円）

事務所 合計

建物及び構
築物

24 24

土地 14 14

器具備品 0 0

合計 39 39

回収可能価額は売却見込額により評
価しております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 4,845,661 ― ― 4,845,661

第一回優先株式(株) 100,000 ― ― 100,000

第二回優先株式(株) 150,000 ― ― 150,000

計 5,095,661 ― ― 5,095,661

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 2,750 ― ― 2,750

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

※１ 現金及び現金同等物の中間会計

期間末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成17年８月31日現在)

現金及び預金勘定 924百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

―     

現金及び 
現金同等物

924百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間会計

期間末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

         (平成18年８月31日現在)

現金及び預金勘定 663百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

―     

現金及び 
現金同等物

663百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成18年２月28日現在)

現金及び預金勘定 899百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

―      

現金及び
現金同等物

899百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容

新株予約権の行使

による 

資本金増加額

125百万円

新株予約権の行使
による 
資本準備金増加額

125百万円

新株予約権の行使
による 
新株予約権付社債
減少額

250百万円

 ２      ―――――――  ２ 重要な非資金取引の内容

新株予約権の行使

による 

資本金増加額

125百万円

新株予約権の行使
による 
資本準備金増加額

125百万円

新株予約権の行使
による 
新株予約権付社債
減少額

250百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額及び中間期末残高

相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

器具及び
備品

166 70 96 

車 両 
運 搬 具

102 73 28

ソフト 
ウェア

34 18 15 

合計 303 162 140 

 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額及び中間期末残高

相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

器具及び
備品

164 84 80

車 両 
運 搬 具

55 43 12

ソフト 
ウェア

36 21 14

合計 256 149 107

 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額及び期末残高相当

額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

器具及び
備品

168 75 93

車 両
運 搬 具

85 66 19

ソフト
ウェア

39 20 18

合計 293 162 131

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 55百万円

１年超 88百万円

 合計 144百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 43百万円

１年超 67百万円

 合計 110百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額等 

 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 51百万円

１年超 83百万円

 合計 134百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 34百万円

(維持管理費用相当額を除く)

減価償却費相当額 32百万円

支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 30百万円

(維持管理費用相当額を除く)

減価償却費相当額 28百万円

支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 67百万円

(維持管理費用相当額を除く)

減価償却費相当額 64百万円

支払利息相当額 3百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を、利

息相当額と維持管理費用相当額

とし、利息相当額の各期への配

分方法については、利息法によ

っております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)
リース資産に配分された減損損失
はありません。 

 ２ オペレーティング・リース取引

(減損損失について)
リース資産に配分された減損損失
はありません。 

 ２ オペレーティング・リース取引

(減損損失について)
リース資産に配分された減損損失
はありません。 
２ オペレーティング・リース取引

 

１年内 9百万円

１年超 23百万円

 合計 32百万円
 

１年内 17百万円

１年超 45百万円

 合計 63百万円
 

１年内 12百万円

１年超 31百万円

 合計 43百万円



(有価証券関係) 

(前中間会計期間)(平成17年８月31日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

  

 
  

(当中間会計期間)(平成18年８月31日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

  

 
  

前中間会計期間末(平成17年８月31日)

取得原価(百万円)
中間貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 23 79 55

合計 23 79 55

前中間会計期間末(平成17年８月31日)

中間貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 312

当中間会計期間末(平成18年８月31日)

取得原価(百万円)
中間貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 23 109 85

合計 23 109 85

当中間会計期間末(平成18年８月31日)

中間貸借対照表計上額(百万円)

(1) 関連会社株式 10

(2) その他有価証券

   非上場株式 313



(前事業年度)(平成18年２月28日現在) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日)、当中間会計期間(自 平成18年３月

１日 至 平成18年８月31日)及び前事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

当社は、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

 
  

前事業年度(平成18年２月28日)

取得原価(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

差額(百万円)

株式 23 131 107

合計 23 131 107

前事業年度(平成18年２月28日)

貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

  非上場株式 313

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

―――――――― 関連会社に対する投資の金額

10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額

11百万円

持分法を適用した場合の投資利益の

金額

0百万円

―――――――



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

前事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 553円56銭 １株当たり純資産額 1,018円37銭 １株当たり純資産額 799円44銭

１株当たり中間純利益 206円00銭 １株当たり中間純利益 221円71銭 １株当たり当期純利益 445円47銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

139円21銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

149円83銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

301円04銭

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（自 平成17年３月１日 （自 平成18年３月１日 （自 平成17年３月１日

 至 平成17年８月31日） 至 平成18年８月31日） 至 平成18年２月28日）

１株当たり中間(当期)純利益

 中間(当期)純利益(百万円) 997 1,073 2,157

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純
利益(百万円)

997 1,073 2,157

期中平均株式数(千株) 4,842 4,842 4,842

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

― ― ―

普通株式増加数(千株) 2,323 2,323 2,323

(うち第１回優先株式(千株)) (929) (929) (929)

(うち第２回優先株式(千株)) (1,394) (1,394) (1,394)

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

― ― ―



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第55期(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)平成18年５月23日関東財務局長に提

出 

  

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２９日

株 式 会 社 内 藤 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社内藤の平成

17年３月１日から平成18年２月28日までの第55期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）に係る中

間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社内藤の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は商品の評価基準を原価法から低価法に変更した。 

 ２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表

を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月２４日

株 式 会 社 内 藤 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社内藤の平成18年

３月１日から平成19年２月28日までの第56期事業年度の中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）に係る中間財

務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社内

藤の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士小島慶嗣との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      

      

小島公認会計士事務所 

  公認会計士       小 島 慶 嗣 
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